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林業経営継承の新たな可能性
~r自伐林業の旅シリーズ」から見えてきたこと～

九州大学大学院農学研究院教授佐淵屈宜竺f

はじめに

林業経営者協会会貝の皆さまにおかれましては、 2020年はどのような年だったでしょうか。新型

コロナウィルス禍は木材消製の減少による森林経営への影靱だけではなく、 生活面でも様々な固難

をもたらしています。いつ収束するかが予想できない中で、不安が多いります。加えて、気候変動の

影響で2017年から4年連続で特別警報が発動されるなど、各地で豪雨や台風災沓が発生しています<>

読者の皆さまの中にも被災された方もいらっしゃるのではないかと心配しております。被災された

皆様に心よりお見舞い申し上げます。

こうした予測が難しい様々なリスクが発生している中で、長いスパンで経営していかなければな

らないのが林業経営です。近年、戦後の造林木が伐期を迎えつつある中で、林業経営という言菜自

体が素材生産業の意味で使われることが多くなってきました。しかし、素材生産屈の増加を支えて

いるのは、植林や保育に労働力や資金を投入してきた山林を所有する林業経営者の存在です。

林業経営継承の困難化

しかし、所有者の手取りとなる立木価格の低迷は、経済的に林業経営の持続を困難化するとともに、

代々林業を営んできた林業経営者にとって次の世代にどのように経常を継承するかが大きな問題と

なっています。近年、ご高齢の森林所有者をお訪ねすると 「息子から山林は相続前に処分しておい

てくれと言われている」、「立木だけではなく土地もいっしょに売りたい」という言莱をよく聞きます。

実隙、林業が活発な九州では、索材生産事業体や］原木市場、製材会社等が林地を購入 ・集柏していま

す。

購入された森林は主伐対象地であるため、災唐原因となるような流い伐採になるのではないか、

主伐後の再造林がなされるか、またその後の保育はだれが担うのかなどを心配する声も多数！iflかれ

ます。 これまで苦労されてきた森林所有者に報いるような新たな経営維承の可能性はないでしょう

か？著者が近年、自伐（型）林業に注目している理由の一つは持続的な林業経営継承のあり方を探

りたいということです。

そこで、本稿では、林業経営維承の新たな可能性について論じてみたいと思います。林業の月刊

専門誌である『現代林業』の20]6年9月から 2019年12月号まで40回にわたり「自伐林業の旅J

を担当し、全国 17カ所、 200人以上の方にインタピューを行ないました。 2020年7月には記事を

再絹集して、全国林業改良普及協会から也紺を刊行しましたので、そちらも是非参考にしてくださ
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い（1)。本稿では経営継承という点から同粛で記載した内容について紹介します。

自伐（型）林業の意味と広がり

自伐（型）林業とは、 1970年代から普及した林内作業車を活用して自家山林において間伐と搬出

を主に自家労拗力で行う自伐林家だけではなく、 2010年代になって広まっている自伐型林業を加え

た言葉として用いています。自伐型林業とは、「山林所有の有無、あるいは所有規狡にこだわらずに、

森林の経営や管理、施業を自ら（山林所有者や地域）が行う、自立・自営型の林業J(2)とされています。

つまり、自伐林家が主に目家保有の山林を対象としたものであったのに対して、「自伐型林業」は他

者の山林（私有林、 共有林などの集落管理の山林、自治体有林など）であっても長期にわたって竹

理や施業を委ねてもらうような関係を築くことで、素材生廂や森林づくりを行うことを意味します。

2014年には自伐型林業を推進する NPO法人持続可能な煎境共生林業を実現する1全l伐型林業椎進

協会（以下、自伐協）が設立され、 2020年 11月現在、 50以上の地方自治体が自伐型林業の支援を

予節化するに至っています(3)0

自伐林家と 自伐型林業を合わせたl自l伐（型）林業は、施業の特徴としては小規杭林業であり、長

伐期多11{J伐による森林づくりを目指す場合が多く、主伐であっても小規檄皆伐であるという点は共

通しています。用いる樅械は林内作菜車や2tまたは軽トラック、 3tのバックフォーなどで初期投

衰が少ないのが特徴です。また、自伐協の研修では、伐倒だけではなく作業逍作りの研修が頂視さ

れており、幅目の狭い大橋式作業道を腐密度に敷設し、災宙に強い壊れない逍作りが目指されてい

ますc

超高齢化社会の見られる新たな経営継承

さて、本稿主題の経営船承のあり方についてです。私有林では林地所有権までを含めた経営を祝

から子へ、子から孫へという直系家族内で樅承されることが当たり前とされ、脈々と樅承されてき

ました。しかし、「自伐林業の旅」における林家の世代継承には近年様々なタイプが存在することが

わかりました。

縮承のパターンを示したのが図 1です。自伐林業を 3つの世代にわけて考察しました。まずは、

自伐第 '1世代（大正時代～昭和 1桁生まれ）で戦後の拡大造林を担った世代で、 1970年代から閾

伐も自営で実施した場合が多い世代です。次に、その子ども世代の第2世代、団塊の世代を含む現

在50歳代後半～70戌代前半の世代です。オイルショック後のUターン者、近年、定年後に自伐林

業を始めた方もいらっしゃいました。最後に第3世代で20~40歳代です。ここに第2世代の子弟

だけではなく、いわゆる移住Iターン者が含まれます。

経営樅承の手法として、次の3点は新らしい動きとして大変興味深いものでした。

第 1に、第 1世代から第3世代の孫世代への継承が見られたことです。都市から孫が移住して林

業を維承していました。都市で生まれ育った若者の移住なので、 Iターンと把握されがちですが、小

さな時から夏休み等に祖父母のところに来ていた孫が継承する、農業経営でも「孫ターン」や「Vター

ン」として注目されています(4)。明治期までのように平均寿命が短く、 「母親が死亡するのは末子が

ようやく l5敵になるかならないか額」(5)には子どもへの継承が必須だった家業を一世代飛び越して

も継承が可能になっています。 長生きすれば、曾孫の顔も見ることができるほどの超高齢化社会に

なった現代だからこその継承パターンだと思いました。子どもに対してだと何かと樹突する場合で

も、孫だと許せる、孫の方も素直に祖父母に接することができるという話も伺いました。
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自伐第1世代（昭和1桁世代）
85歳以上（農家林家）
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図1 自伐（型）林業の世代論
～現代高齢化社会における経営継承の流れ～
資料：参考文献m415頁の図を一部修正して作成

第2に、前の世代では屈用労鋤力や施業委託を行っていた中・大規模な森林所有者の中に、世代

交代とともに自家労鋤力を中心とした自伐林家となった継承です。前述したように、立木価格の低

迷が長く綿くなかで、屈用労鋤者を抱えることが困難になっているという経済的な背景もあります。

しかし、後ろ向きの経営選択ではなく、自然に直接働きかけ、森の変化を楽しむといった仕事の充

実感を語る姿が印象的でした。

第3に、血緑関係がなく、山林を所有しないUターン者やIターン者に経営を委せる所有者が増

加していることです。 「自伐の旅」で訪問した 17地域全てで、 20歳代～40歳代のU・lターン者

で自伐型林業を開始、または希望する若者の姿をみることができました。都市から農山村への「HI

園回焔」といわれる現象は2000年代頃から注目され、 2011年の東日本大浪災によって大きな流れ

となっています。総務省の 「地城おこし協力隊」制皮が後押ししています。また、新型コロナウィ

ルス禍の中で、東京から転出する頼向も強まっています(6)。そうした移住者の中に、地域に定住し、

illを確保して自伐（型）林業を志向する若者が存在します。

自伐型林業を志向する若者達の存在

自伐型林業に関する政府統計はありませんので、2019年度九州大学の卒業論文で実施した自伐協

のメーリングリスト登録者1,040人を対象としたアンケート結果を紹介します(7)。アンケートはメ

ールで依頼し、 Googleフォームというネットアンケートで実施し、 184件（有効回答17.7%)の

回答がありました。

回答者の年齢をみると、 20歳代が5.5%、30歳代が17.5%、40歳代が27.3%、50戚代が29.0%、

60歳代が15.8%、70歳代以上が4.9%と、50歳未満が過半を占め、 30~50歳代が中心です。現

在の職業 (n= 183)をみると、自伐林業6.6％を含む自営業が20.8%、林業関係勤務が14.2%、
農林業以外の勤務が34.4%、地域おこし協力隊が3.8%、退職後で年金が主な収入が6%、その他が

20.8%でした。

自伐型林業の取り組み状況 (n= 182)をみると、「自伐型林業をこれから始めたい、又は検討中」
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が104人 (57.l%）と殴も多く 、この内、既に山林を確保しているのは30.5％であり、未確保は

69.5％でした。「既に自伐型林業に取り組んでいる」が54人 (29.7%）で、この内、施業地につい

ては、所有山林での施業が73.6%、公有林での施業が 15.I%、私有林での施業が 15.l%、施業委託

地が22.0%、その他が5.7％でした。「自分でする気はないが賛同している」が13.2％でした。

このように、 50歳代以下の年齢屈の中に、山林は所有していないが自伐型林業を始めたい、また

すでに実践している人々が存在していることが分ります。

森林所有者と自伐型林業者の関係性

Iターンの移住者が「自伐型林菜Jに参入するためには、森林の管理や施業を委せてもらえるよう

な森林所有者との信頼関係の梢築が求められます。 自伐塑林業を支援する自治体では所有者と自伐

型林業者をマッチングする事業を間始しています。例えば、邸知県佐川町では、町役場が森林所有

者からの山林を取りまとめ、条件を定めて移住者に山林を斡旋しています。烏取県智頭IIIJでは、 貸

したい所有者と借りたい林業者のマッチングを行うりU林バンク」を町役場が制度化し、条件につ

いては当事者同士の話し合いに委ねるなど、自治体の関与炭合いは地域林業のl恨史（＝所有者の林

業への投資）や風土によって異なっています。

しかし、第者が訪問した事例の中には、自治体の関与なしでも移住者が森林所有者から、予め立

木価格を股定せずに山林を委せてもらっている事例が各地で生まれていることがわかりました。例

えば、「山菜を採りに行ける作業述を作ってくれれば立木価格は嬰求しないj （福井県福井市）、「風

呂の薪をとってきてくれたらよい」（高知県日向村）、「余ったら立木代を支払ってく れたら嬉しいが、

将来的にいい山にして欲しい」（岩手県大船渡市）など、金銭的なやりとりではない関係性が構築さ

れている事例もみられました。

邸知県四万十市では、自伐型林業者の宮崎担さん (40歳、写其1)が森林所有者の武石沼志さん

(69歳）といっしょに問伐 ．搬出作業を行っていました(8}。林内作業車用に輻貝 1.5111の作業道を

写哀 l 6mの長尺材を搬出中の宮崎壁さん (40歳）
写真担供：宮匂巡さん
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宮崎さんが開設し、その後、武石さんと聞伐の選木をしながら将来の森林づくりについて話し合い、

出来るだけ木材の販売額が涸くなるように長尺材を出材しています。販売金額と労慟日数、補助金

額を詳らかにし、所有者の収入にもなっているそうです。面租やJ甘諮けで伐採を受託する諮負業者

では木材単価を上げるインセンテイプは働きませんが、この方法だと木材単価をできるだけ上げよ

うとする意欲が増します。将来的にはこの山の管理自体を宮崎さんに委せたいという話も武石さん

から伺いました。地域に密賄し、森林所有者に寄り添う自伐型林業者の存在は、過疎化する山村集

落にとっても貨重な人材です。

新たな『山守」創出の可能性

以上、自伐（型）林業の歴史と経営維承可能性についてフィールド調査結果を基に紹介してきました。

日本全体の素材生産屈に占める自伐（型）林業の割合に関しては、政府統計からは十分に捕捉で

きません。 2015年殷林業センサスによると、自伐林家（主に自家山林から主に家族労慟力で）から

の素材生産と措定しうる比率は 9％であり、 2010年の 16％から縮小しています。しかし、素材生

産が年間200ni未満の素材生産者は実査対象でなく、新規の自伐型林業者の多くは含まれていませ

ん。実際は統計数値よりも高いと考えられますが、素材生産品という木材生産面だけからみると、 1

~2割程度にしかなりません。

しかし、山村の定住人口の確保、森林利用の多様化、現境に配慇した林業施業、災害リスクの輻減、

山村文化の担い手保全といった視点からみると、自伐（型）林業には大きな役割があります。高

齢化した森林所有者の身近に信頼できる自伐（型）林業者が存在し、山林を委ねることができれば、

林業経営を糊承する選択肢が広がります。そこに、現代的なり1J守」創出の可能性があり、森林所

有者と自伐型林業者の対話は過去の投査に対する経済的な迎元ができない場合でも、山林に住む高

齢者の生活の質を高めることになります。福祉的役割ともいえます(9)0

山村の地域政策として、さらに林業の担い手としても自伐（型）林業がもっと施策的に位i筐づけ

られるべきだと考えます。
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